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令和２年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和元年度実績に基づく評価） 作成日 令和 2 年 7 月 3 日
基本目標名 4 豊かな心を育み、学び合うまちづくり
政　策　名 2 地域とともに学び育てるまちづくり

施　策　名 2 学校・家庭・地域連携による教育力の向上

施策関係課 教育総務課、教育センター、生涯学習課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

教職員数 人 687 690

児童生徒がいる世帯数 世帯 6,751 6,477

市民 人 119,348 118,450

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 8.0 8.0 9.0 9.0

実績 -2.0 -25.4

目標 100.0 100.0 100.0 100.0

実績 82.0 98.0

目標 76.0 75.0 74.0 73.0 

実績 65.9 68.5 いじめに関する調査

目標 1,030 1,040 950 960 いじめに関する調査

実績 1,285 1,445 市政に関するアンケート調査

目標 学校支援ボランティア保険加入申請

実績

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3

目標 8.0 8.0 9.0 9.0 目標 60.0 62.0 64.0 66.0

実績 -2.0 -25.4 実績 92.3 100.0

目標 100.0 100.0 100.0 100.0 目標 2,360 2,365 2,370 2,375

実績 82.0 98.0 実績 2,110 1,846

目標 目標

実績 実績

目標 72.0 74.0 76.0 78.0 目標

実績 94.4 - 実績

目標 95.5 96.0 96.5 97.0 目標

実績 99.5 100 実績

目標 目標

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価

令和元年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

学校教育課

松島　繁夫

施策の目
的

「対　象」

①市立学校教職員
②家庭
③地域住民

①
いじめの認知件数の減少率（前年度
比）

％

② 認知したいじめの解消率 ％

③
子育てに負担や不安を感じている小
学生の保護者の割合

％

成果指標の
取得方法

④ 学校支援ボランティア数 人

⑤

いじめ問
題に対す
る学校・家
庭・地域の
連携

教職員 いじめ問題に対し、
家庭や地域との連
携を図りながらしっ
かりと取り組むこと
ができる。

①
いじめの認知件数
の減少率（前年度
比）

％
地域の教
育力を活
かす取組

保護者・地
域住民

保護者や地域住民
のもつ経験や知識
を子どもたちの成
長に積極的に活か
す。

①
経験や知識を放課後子ど
も教室で活かすことがで
きたボランティアの割合

％

②
認知したいじめの
解消率

％ ②
放課後子ども教室ボラ
ンティア年間延べ人数 人

③ ③

家庭教育
支援の推
進

保護者等 家庭教育への関心
を高め、不安を取り
除く。

①

家庭教育推進講座のア
ンケートで「参考になっ
た。」と回答した保護者
の割合

％ ①

②

家庭教育出前講座のア
ンケートで「参考になっ
た。」と回答した保護者
の割合

％ ②

③ ③

・認知したいじめの解消に取り組むとともに、いじめの予防、早期発見、適切な対応を図るた
め、学校・家庭・地域が連携し、スクールソーシャルワーカー等を有効に活用する。
・家庭教育支援を推進するため、小学校等で保護者を対象に出前講座を行い、学習の機会を
提供する。
・地域の教育力を子どもたちの成長に活かすための取組である放課後子ども教室の設置拡大
を働き掛ける。また、コーディネーターの養成に取り組むとともに、活動内容の充実を図る。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・平成30年度末に改訂された佐野市いじめ防止基本方針に基づき、各学校では、些細な事案も、いじめとして認知
し、スクールソーシャルワーカーとの連携も含め、組織的に対応し、いじめの解消を図った。
・家庭教育出前講座を計画的に開催し、家庭における子どもとの関わり方について、保護者への啓発を図ることが
できた。
・放課後子ども教室の新設はできなかったが、コーディネーターやそれを支援するサポーターの尽力により、活動
内容は充実させることができた。
【成果指標達成状況】
・些細な事案も、いじめとして認知したことで、いじめの認知件数は増加したが、長期に渡る経過観察など丁寧な対
応により、いじめの解消率は向上した。
・家庭教育出前講座での啓発などを通して、子育ての負担感や不安感を減らすことができた。
・

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・改訂された佐野市いじめ防止基本方針の下、「いじめ問題対策
連絡協議会」を通じて、いじめの予防や早期発見等に、学校・家
庭・地域が連携して取り組む意識を醸成することができた。
・各学校がいじめの未然防止や早期発見に努めるとともに、個々
のいじめの状況に応じて、、スクールソーシャルワーカー、スクー
ルカウンセラー、スクーリングサポーター等を活用し、早期対応・
早期解決に努めた。
【成果指標達成状況】
・各学校では、平成30年度末に改訂された佐野市いじめ防止基
本方針に基づき、些細な事案も、いじめとして認知したことから、
いじめの認知件数は増加したが、同基本方針に基づき、長期に
渡る経過観察など丁寧な対応を行ったことで、いじめの解消率は
向上した。

【基本事業の取組方針達成状況】
・放課後子どもプラン運営委員会を年間２回開催し、本市における
放課後子ども教室の充実について協議すると共に、コーデイネー
ター会議及び指導者等研修会を毎月開催し、指導者等の資質向上
を図った。これらによって、現在設置されている放課後子ども教室
の活動が充実したが、新たな放課後子ども教室の設置はできな
かった。
【成果指標達成状況】
・学校支援ボランティア交流研修会や指導者研修会などを通して、
放課後子ども教室の指導に対する資質や意欲を高め、指導に携
わったボランティア全員が、アンケートで経験や知識を放課後子ど
も教室で活かすことができたと回答した。
・活動に参加しているボランティアの方が大変熱心に取り組んでい
るが、新たなボランティアの人材確保は難しく、放課後子ども教室ボ
ランティア年間延べ人数は減少傾向となっている。

【基本事業の取組方針達成状況】
・保育園及び小学校等に出向き、保護者を対象に家庭教育推進出前
講座「わくわく子育てお出かけ教室」を開催し、参加者が子育ての不安
や悩みについて話し合う機会を設け、同じ悩みをもった親同士がつな
がりをもつとともに、子育てについての不安の解消や意識の高揚につ
なげることができた。
【成果指標達成状況】
・新型コロナウイルス感染症対策のため、家庭教育推進講座が中断
し、アンケートが実施できなかったが、家庭教育出前講座のアンケート
では「参考になった。」とほとんどの参加者か回答していた。

・「佐野市いじめ防止基本方針」に基づくいじめ問題への対応を、校長会議や教頭会議等を通
して各学校に周知、徹底を図った。各学校では、「児童生徒が主体となった取組」、「保護者・地
域と連携した取組」、「小・中学校で連携した取組」など、実態に応じた取組を実践した。
・改訂された「佐野市いじめ防止基本方針」に基づき、些細な事案も、いじめとして認知し対応し
た結果、いじめの認知件数は増加したが、同基本方針に基づき、早期対応を図ると共に経過
観察を十分に行うなど丁寧な対応を行ったことで、いじめの解消率は向上した。
・家庭教育推進講座や家庭教育出前講座を開催することによって、家庭における子どもとの関
わりの大切さに気付いていただくなど、家庭教育力の向上につながる保護者の反応が見られ
た。ただし、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、家庭教育推進講座については計画どお
りの開催ができなかった。
・学校支援ボランティアの確保に努め、ボランティア登録数は昨年度よりさらに増え、1445人と
なり、目標を達成することができた。
・放課後子ども教室未開設校区に、状況や開設の必要性の把握を行ったが、新たな開設はな
かった。
・学校と地域住民が連携・共同し学校の運営に取り組む「学校運営協議会制度（コミュニティ・
スクール）」をあそ野学園義務教育学校に導入するための、規則等の整備について検討し、令
和2年度の開校に合わせて導入できる準備が整った。また、学校の教育活動を地域で支援す
る地域学校協働本部の設置についても検討を行った。
・施策コストについては、平成30年度7,517千円に対し、令和元年度7,123千円であり、394千円
の減額（対前年度比94.8％）であった。主な要因は放課後子ども教室の新規開設がなかったこ
とである。

【令和２年度で解決する課題】
・あそ野学園義務教育学校における「学校運営協議会制度（コ
ミュニティ・スクール）」の効果的な運用及び「地域学校協働本
部」の設置

【令和３年度以降にも引き継がれる課題】
①新型コロナウイルス感染症対策や学校における新しい生活様
式を踏まえたうえでの、家庭教育についての情報と学習機会の
提供
②放課後子ども教室の充実度の向上
③学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）の全市立学校
への導入と地域学校協働本部の設置（義務教育学校又は中学
校区単位）

【令和３年度重点課題】
④「佐野市いじめ防止基本方針」に基づくいじめの未然防止に向
けた取組、及び早期発見と早期の適切な対応

①新型コロナウイルス感染症対策としての学校における「新
しい生活様式」を踏まえた家庭教育推進講座や出前講座を
開催する。
②地域の中心となって活動していただく地域教育コーディ
ネーターを配置するほか、学校支援ボランティアや放課後子
ども教室などにおいて中心となるコーディネーターを支援す
る。
③令和５年開校の葛生義務教育学校については、開校に合
わせ、学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）の導入
及び地域学校協働本部を設置する。また、他の小中学校に
ついては、中学校区単位で導入・設置を進める。

④いじめの認知件数増をより丁寧に児童生徒の状況把握に
努めた結果ととらえながらも、いじめが増加した事実を大きな
課題ととらえ、早期解決に努めるよう全校に働きかける。ま
た、いじめの早期発見・早期対応には、スクールソーシャル
ワーカーをはじめ、スクールカウンセラー、心の教室相談員、
スクーリングサポーター等の有効活用を図る。さらに、学校で
は解決が困難な事例に対して、いじめ防止アドバイザーを有
効活用し、適切な対応を図る。

成果指標
設定の考え方

・いじめの認知件数の減少及び認知したいじめ
の解消率が100％となれば、学校・家庭・地域が
しっかりと連携を図りながら適切な対応をしてい
ると考え、指標として採用した。
・子育てに負担や不安を感じていない保護者が
増えていけば、安心して家庭生活を行うことが
できる環境が構築できていると考え、指標として
採用した。

施策の目
的

「意　図」

①学校・家庭・地域が連携しながら、いじめの予
防・早期発見・適切な対応を図る。
②安心して家庭教育を行うことができる環境をつ
くる。
③地域との関わりの中で、子どもたちが育つ環
境をつくる。

施
策

基
本
事
業

いじめ問
題に対す
る学校・家
庭・地域の
連携

・「いじめ問題対策連絡協議会」の
充実を図り、学校・家庭・地域が
しっかりとした連携の下、いじめの
予防等に取り組む体制を構築す
る。
・スクールソーシャルワーカー、ス
クールカウンセラー、スクーリング
サポーター等の有効活用を図り、
いじめの早期発見、適切な対応を
図る。

地域の教
育力を活
かす取組

・放課後子ども教室の新たな設置
に向けて、その必要性を周知する
とともに、ボランティア活動の充実
をるため、学校支援ボランティア
交流研修会や地域教育コーディ
ネーター養成研修を開催し人材を
育成する。

家庭教育
支援の推
進

・保育園・幼稚園・学校の保護者
会、小学校の就学時健康診断や
一日入学等において、家庭教育
出前講座を開催し、保護者同士
の交流の場や子育てに関する情
報や、学習の機会を提供する。
・定期的な子育て講座を計画的に
開催するほか、出前講座や講演
会を開催し、子育ての不安や疑問
等の解決する手助けや、家庭教
育について学習する機会を提供
する。

施
策
の
基
本
情
報

・いじめが社会的な問題になっている中、市民や議会などからは解決のための取組が求められている。
・平成２５年９月にいじめ防止対策推進法が施行され、学校・家庭・地域の連携を図るなど、いじめ問題の
解決に取り組むことが求められている。
・平成30年度末に「佐野市いじめ防止基本方針」の見直しを行い、些細な事案もいじめと認知しすると共
に、一定期間の経過観察を必須とし、いじめ対応の見届けを確実に行うようになった。
・教育基本法に家庭教育の役割が明確に位置付けられており、各施策が行われている。議会においても、
家庭教育推進出前講座について取り上げられるなど、関心が高い。
･「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が改正され、学校と地域住民が連携・共同し学校の運営
に取り組む「学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）」の設置が努力義務化された。
・本市においては、学校運営協議会制度を順次導入する方針が定められた。
・新型コロナウイルス感染症対策のため、講座の開設が困難な状況になった。

・家庭や地域は、いじめ問題の解決に向
けて学校と連携を図る。
・保護者は、家庭教育の充実を図る。
・地域は、子どもがいる家庭を温かく見
守り、子どもを育てやすい環境づくりに
努める。

・家庭や地域と連携を図りながらいじ
めの予防、早期発見、適切な対応に努
める。

・いじめ問題の解決のための学校・家
庭・地域の連携の強化について働き
掛けるなど、推進を図る。
・「放課後子ども教室」の充実を図り、
児童の安全・安心な居場所として、地
域の方々教育力を活かしながら児童
と共に活動できる場にする。


